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東大阪市新斎苑整備に係る PFI 等導入可能性調査業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１．目 的  

本要領は、本市の新斎苑の整備に係る PFI 等導入可能性調査を実施するにあたり、プロポーザ

ル方式により企画提案を求め、その内容及び能力等を総合的に審査し、最も適切と判断される事

業者（以下「委託契約予定事業者」という。）を選定する手続等を定めるものである。 

 

２．業務の概要  

（１）業務名 

東大阪市新斎苑整備に係る PFI 等導入可能性調査業務 

（２）業務内容 

東大阪市新斎苑整備に係る PFI 等導入可能性調査業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとお

り 

（３）履行期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

（４）提案上限額 

１３,０００,０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

 

３．担当部署  

〒５７７－８５２１ 

  東大阪市荒本北一丁目１番１号 本庁舎８階 

  東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

 

４．選定方式  

選定方式は公募型プロポーザル方式とし、本実施要領に記載する提案書等を求め、提案者の経

験及び実施の能力、提案価格及び提案内容を総合的に比較検討し、委託契約予定事業者を選定す

る。 

 

５．参加資格  

本プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加事業者」という。）は、参加申込書の提出日に

おいて次に掲げる要件の全てに該当する者とする。 

（１） 本市の「令和６・７・８年度入札参加有資格者名簿（物品の販売(修繕)・役務の提供）」又

は、「令和５・６・７年度入札参加有資格者名簿（測量・コンサルタント業務）に登録されてい

ること。 

（２） 配置予定担当者のうち以下に掲げる者については、『平成２７年度から令和６年度までに

国、地方公共団体又はこれらに類する公的団体において、PFI 等の官民連携事業手法導入可

能性調査の実績』を有することとし、原則変更はできない。 
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① 業務管理責任者 

② 主任業務担当者 

(３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する入札参加の資格

の制限に該当しない者であること。 

（４） 東大阪市入札参加停止要綱による入札参加停止期間中でないこと。 

（５） 東大阪市公共工事等暴力団対策措置要綱による入札参加除外措置中でないこと。 

（６） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申し立てがなされて

いないこと及びその開始が決定されていないこと。 

（７） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされてい

ないこと及びその開始が決定されていないこと。 

（８） 提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

（９） 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）に規定する暴力団員または暴

力団密接関係者に該当しないこと。 

（１０） 共同企業体を構成して参加する場合の条件は、次の条件をすべて満たすこと。 

① 代表者構成員は、（１）から（９）までの条件をすべて満たすものであり、出資比率が構

成員中最大であること。 

② 各構成員は、本プロポーザルの参加事業者、共同企業体の構成員、再委託先を兼ねること

はできないこと。 

③ 各構成員は、（３）から（９）までの条件を満たすこと。 

 

６．スケジュール  

 

（１） プロポーザル実施要領公表 令和７年４月１４日（月） 

（２） 参加申込受付 
令和７年４月１４日（月）～ 

令和７年４月２４日（木）１７時必着 

（３） 書類審査（第一次審査）結果通知 令和７年５月 １日（木） 

（４） 質問受付 
令和７年５月 ２日（金）～ 

令和７年５月１２日（月）正午 

（５） 質問回答ホームページ掲載 令和７年５月１４日（水） 

（６） 企画提案書受付 
令和７年５月２２日（木）～ 

令和７年５月２７日（火）１７時必着 

（７） プレゼンテーション開催 令和７年６月３日（火）１０時（予定） 

（８） 最終選考結果通知 令和７年６月４日（水） 

※なお、上記日程については都合により変更する場合がある。 

 

７．参加手続  

（１） 参加申込 
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本プロポーザルに参加を希望する者は、下記のとおり必要書類を提出すること。 

① 提出期限 

  令和７年４月２４日（木）１７時（必着） 

② 提出方法 

  持参又は郵送（簡易書留郵便に限る。） 

 ※ 持参の場合、土曜日、日曜日及び祝日を除き、各日９時から１７時間３０分（最終日は１７

時）までの時間とする。郵送の場合は、発送した旨と郵便追跡番号を電子メールで連絡し、

提出期間中に必着すること。なお、窓口持参に限り、参加申込書に受付印を押印のうえ、写

しを返却する。 

 ③ 提出先 

  〒５７７－８５２１ 

  東大阪市荒本北一丁目１番１号 本庁舎８階 

  東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

       E-mail：saienseibi@city.higashiosaka.lg.jp 

 ④ 提出書類 

  a：参加申込書（様式第１） 

  b：誓約書（様式第２） 

  c：法人概要（様式第３） 

  d：委託業務の実施体制（様式第４） 

  e：共同企業体協定書兼委任状（様式第５）※共同企業体を構成して参加する場合のみ。 

  f：契約実績調書（様式第６） 

（２） 内容に関する質問 

  本要領等に不明な点等がある場合は、下記のとおり質問を行うこと。 

  ① 提出期間 

   令和７年５月２日（金）から令和７年５月１２日（月）正午まで 

  ② 提出方法 

   件名を「質問書（法人名）」と入力のうえ、下記の提出先に電子メールで質問書（様式第７）

を提出すること。 

  （提出先）東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

           E-mail：saienseibi@city.higashiosaka.lg.jp 

  ③ 提出書類 

   質問書（様式第７） 

  ④ 質問に対する回答 

   令和７年５月１４日（水）中に本市ＨＰに掲載する。 

  ※ 質問の回答内容については、本要領の追記又は修正とみなし、本市から質問した者に個別

には連絡は行わない。ただし、質問者の競争上の利益・地位を犯すおそれがあると本市が

判断した場合には、質問者のみに回答することがある。 

 （３） 辞退届 
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   参加申込を行った者が参加を辞退する場合は、辞退届（様式第８）を提出すること。 

 ① 提出期限 

   令和７年５月２７日（火）１７時必着 

② 提出方法 

   持参又は郵送（簡易書留郵便に限る。） 

  ※ 持参の場合、土曜日、日曜日及び祝日を除き、各日９時から１７時間３０分（最終日は１

７時）までの時間とする。郵送の場合は、発送した旨と郵便追跡番号を電子メールで連絡

し、提出期間中に必着すること。 

  ③ 提出先 

   〒５７７－８５２１ 

    東大阪市荒本北一丁目１番１号 本庁舎８階 

   東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

       E-mail：saienseibi@city.higashiosaka.lg.jp 

 （４） 企画提案書 

① 提出期間 

    令和７年５月２２日（木）から令和７年５月２７日（火）１７時まで 必着 

② 提出方法 

    持参又は郵送（簡易書留郵便に限る。） 

  ※ 持参の場合、各日９時から１７時３０分（最終日は１７時）までの時間とする。郵送の場

合は、発送した旨と郵便追跡番号を電子メールで連絡し、提出期間中に必着すること。 

③ 提出先 

   〒５７７－８５２１ 

   東大阪市荒本北一丁目１番１号 本庁舎８階 

   東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

       E-mail：saienseibi@city.higashiosaka.lg.jp  

④ 提出書類 

    企画提案書（様式第９） 

⑤ 企画提案書の記載内容 

    仕様書を熟読のうえ、以下の点のほか、審査項目及び審査基準に含まれる項目を網羅す

ること。 

 a：企画提案の趣旨 

 b：実施方針、実施体制、実施計画 

 c：実施方法（具合的な業務内容、支援方法、進捗状況管理等） 

 d：見積額及びその内訳 

 e：業務実績（本業務と同一又は類似する業務の実績） 

⑥ 留意事項 

 a：提出は１参加事業者につき１提案とする。 

 b：企画提案書の提出部数は、１０部（正本１部、副本９部）とする。 
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 c：企画提案書の仕様は、Ａ４（横書き）とし、両面印刷可とする。 

 d：企画提案書の作成に用いる言語は、日本語とし、通貨は日本円、単位は日本の標準時及 

び計量法（平成４年法律第５１号）に基づくものとする。 

 e：企画提案書の構成は、表紙、目次、提案内容（本文）とする。なお、副本については、 

企画提案書の内容から、提案事業者の法人名が特定又は推測できないように配慮すること。 

 f：提案内容は表紙・目次を除いて１０ページ以内とし、使用する文字のフォントサイズは、

１０．５ポイント以上とする。 

   g：企画提案書の提出後、資料の追加、変更、差替え、再提出は一切認めない。 

  

８．審査方法  

（１） 選定委員会 

 委託契約予定事業者は、プロポーザル方式による『東大阪市新斎苑整備に係る PFI等導入可能

性調査業務に係るプロポーザル方式等事業者選定委員会』（以下「選定委員会」という。）で審査

のうえ、特定する。 

（２） 書類審査（第一次審査） 

 ① 審査方法 

  提出された参加申込書等について、参加資格の要件を満たしているか審査を行う。なお、要

件を満たす者が５者を超える場合は、以下の審査項目について審査し、上位５者を選定する。 

審査項目 審査基準 配点 

業務実績 

同種又は類似業務に係る業務管理責

任者・主任業務担当者の実績及び参

加事業の契約実績 

１００ 

 

 ② 審査結果の通知 

  審査結果については、令和７年５月１日（木）中に電子メールにより通知する。 

（３） 提案内容審査（第二次審査） 

 ① 審査方法 

  第一次審査を通過した者に対して、企画提案書、プレゼンテーション及び質疑応答により、

選定委員会において以下の審査項目に基づき、審査・選定する。なお、評価点の満点の６割に

満たない場合は、委託契約予定事業者として選定しない。また、同点の者がいる場合は、委員

の多数決をもって委託契約予定事業者を選定する。参加者が１提案者の場合でも審査及び評価

を実施し、評価が一定基準（評価点の満点の６割以上）を満たしている場合は、その提案者を

委託契約予定事業者として選定する。 

No. 審査項目 審査基準 配点 

１ 企画提案内容 ① 新斎苑整備基本構想を踏まえ、新斎苑整備にあた

り、課題の整理、検討するための方法等について

提案がなされているか。 

５０ 
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② 民間意向調査の調査内容、調査方法について、事

業者の意見・要望を引き出すための有効的な提案

がなされているか。 

③ サウンディング方法等が具体的かつ現実的な手

段となっているか。 

④ 知見を踏まえた、独自性のある提案となっている

か。 

２ 業務実施体制 ① 本業務及び仕様書１０-（４）に規定するアドバ

イザリー業務の実施にあたり、十分な経験、同種

業務実績及び業務に関連する資格を有している者

を直接の担当者に配置し、適正な人員体制となっ

ているか。 

② 業務工程は明確で、契約期間内に円滑に業務遂行

できるものとなっている。 

２０ 

３ プレゼンテーシ

ョン・質疑応答 

説明が簡潔でわかりやすく、質問に対する回答の

内容が明確であるか。 

２０ 

４ 価格点 提案額について、人件費、諸経費等の積算内訳が

詳細かつ明確に記載されているか。 

１０ 

合  計 １００ 

 

 ② プレゼンテーションの実施 

  第一次審査を通過した者の企画提案について、以下のとおりプレゼンテーションを実施する。 

 【日時】：令和７年６月３日（火）１０時より順次開始（予定） 

 【場所】：東大阪市荒本北一丁１番１号 本庁舎会議室 

     ※詳細な日時・場所については企画提案書の提出締切後に参加事業者へ連絡します。 

 【出席人数】：３人まで（PC専属操作員も含む。） 

 【説明時間】：プレゼンテーション２０分、質疑応答２０分とする。 

 【留意事項】： 

・パソコン及びタブレットの持込みは可とし、プロジェクターの持込みは認めない。本市で

用意するプロジェクターを利用すること。 

・説明にあたっては、事前に提出した企画提案書一式のみに基づくものとし、それ以外の追

加資料は認めない。 

 ③ 最終選考結果の通知 

  審査結果については、令和７年６月４日（水）にプレゼンテーション参加者に書面により通

知するとともに、本市 HPに掲載する。 

（４）企画提案の無効等に関する事項 

  次のいずれかに該当する場合は、第一次審査、第二次審査を問わず、判明した時点で無効又

は失格とする。 
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 ① 見積額が本要領２．（４）に記載する委託料の上限額を超過した場合 

 ② 提出書類が提出期限を過ぎて提出された場合 

 ③ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ④ 契約を履行することが困難と認められる状態になった場合 

 ⑤ 審査の公平を害する行為があった場合 

 ⑥ 複数の応募を行った場合 

⑦ 契約締結日時点において東大阪市入札参加停止要綱による入札参加停止期間中であるとき 

 ⑧ その他、企画提案を行うにあたり著しく信義に反する行為等があった場合 

 

９．契約手続等  

（１）委託契約予定事業者の決定後は、委託契約予定事業者により改めて見積書を徴収し、契約

を締結する。 

（２）（１）の交渉が不成立の場合には、順次、次点の提案者と交渉を行い、契約を締結する。 

（３） 契約方法については地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約

とする。 

（４）委託料については、業務完了後の一括払いとする。 

（５）契約保証金の額については、契約金額が５００万円以上の場合は契約金額の １００ 分の

３に相当する額以上とし、契約金額が５００万円未満の場合若しくは保険会社との間に本市

を被保険者とする履行保証保険契約を締結する場合は免除とする。 

 

10．その他留意事項  

（１）企画提案書等の作成、提出に要する費用は、参加者の負担とする。 

(２) 本市は、企画提案書等を審査目的以外に提出者に無断で使用しない。 

(３) 本市は、企画提案書等を提案者以外の者に知られることのないように取り扱うものとする。

ただし、委託契約予定事業者の提案については、一部を公表することがある。 

(４) 提出された企画提案書等の書類一式は返却しない。 

（５）採用された企画提案書の著作権は、本市に帰属する。 

（６）本企画提案に関連し知り得た情報については、本市の承諾を得ることなく、第三者に漏ら

してはならない。 

（７）１事業者あたりの企画提案は、１件までとする。 

（８）プロポーザルの結果については、公開するものとする。 

 

11．問合せ先  

 〒５７７－８５２１ 

 東大阪市荒本北一丁目１番１号 本庁舎８階 

 東大阪市健康部 斎場管理室 新斎苑整備課 

TFL：０６－４３０９－３２０６（直通） 

E-mail：saienseibi@city.higashiosaka.lg.jp 


